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要旨 

 

 マクロ経済スライドによる公的年金の縮小に対応して、確定拠出年金などの個

人の判断で加入する老後準備制度に対する税制優遇が拡大している。しかし、個

人の判断で老後準備制度に加入するには、金融や税制に関するリテラシーが必要

となる。そこで、日本では例が少ない税制リテラシーの計測を含む独自のアンケ

ートを実施し、老後準備や金融商品購入などとの関係を分析した。所得控除の効

果を計算する設問を２つの枠組みで質問したところ、各問の正答率は 35％前後だ

ったが両問に正答した割合は全体の 18％だった。iDeCo の税制優遇の知識を問う

設問も加えた３問すべてに正答したのは全体の８％で、正答数がゼロだったのは

全体の 41％を占めた。このうち、３問すべてに不明と回答したのが全体の 22％で

あった。潜在クラスモデルを用いて金融と税制のリテラシーの保有状況を５つの

クラスに分類したところ、全般的に正答するクラスでは老後準備や金融商品の購

入に積極的だったが、不明と回答するクラスでは消極的だった。金融と税制のリ

テラシーの高さと老後準備や金融商品の購入との相互の効果を考えれば、２極化

しないような対策が必要であろう。  

 

キーワード：金融リテラシー、税制リテラシー、老後準備、潜在クラス分析  
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 本研究は、平成29年度厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業(政策科学推進研究事業)）「公

私年金の連携に注目した私的年金の普及と持続可能性に関する国際比較とエビデンスに基づく産学官の

横断的研究」（H29-政策-一般-002）の一環として実施した。 
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 北村の現在の所属は東北学院大学経営学部。本稿は筆者個人の見解に基づいており、筆者が関係する如

何なる団体の意見も代表しない。本稿の作成にあたり、岩﨑敬子氏（ニッセイ基礎研究所）の協力を得
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１ 問題意識  

 マクロ経済スライドによる公的年金給付の縮減が予定されている。これに対応

する手段の１つとして、iDeCo（個人型確定拠出年金）や「つみたて NISA」など

の、個人の判断で加入する老後準備制度に対する税制優遇が拡充されている（図

表 1）。しかし、税制優遇を活用しながら、公的年金の縮小に対応して個人の判断

で老後準備制度に加入するには、金融や税制に関する基礎的な理解や理解力（リ

テラシー）が必要となる。  

 金融リテラシーと老後準備の関係については、日本においても Sekita（2011）

を始めとしていくつかの先行研究がある。Sekita（2011）は、大阪大学 21 世紀 COE/

グローバル COE が実施した「くらしの好みと満足度についてアンケート」の 2010

年調査を利用して、日本の金融リテラシーは低く、特にリスク分散の理解が乏し

かったり、全般的に「分からない」と回答する傾向が強いことを示した上で、金

融リテラシーがあると老後準備を計画する傾向があることを示している。  

 他方で、税制リテラシーについては、その計測も十分に確立されているとは言

いがたい。筆者が確認した範囲では、Sekita（2011）が利用した「くらしの好みと

満足度についてアンケート」の 2010 年調査に、税制に関する知識を計測する設問

がある。家森（2014）は、このデータを用いて、税制に関する知識には地域間に

有意な差があることと、Sekita（2011）が利用した老後準備の計画状況には地域間

の差がなかったことを示しているが、税制に関する知識と老後準備の計画状況の

関係は分析していない。また、この調査における税制の知識には、老後準備制度

に見られる税制優遇に関する設問が含まれておらず、また金融リテラシーの設問

に存在する「分からない」という選択肢が含まれていない（図表 2）。 

 そこで本稿では、税制優遇に関する税制リテラシーの計測を含むアンケートを

実施し、潜在クラス分析によって金融リテラシーや税制リテラシーの保有状況で

調査対象者を分類し、老後準備や金融商品購入との関係を分析した。その際、中

嶋（2018）が指摘する金融リテラシーの多様性を考慮し、同稿と同様に潜在クラ

ス分析を用いて分析した。  
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【ここに図表 1 と図表 2 を挿入】 

 

２ アンケートの設計と税制リテラシーの保有状況  

２．１ サンプル設計 

 本稿が利用するデータは、本稿や他の研究のために独自に実施したアンケート

データである。アンケートは、マイボイスコム株式会社に登録したモニター会員

を対象に実施した。 

 老後準備を検討する主体である現役世代の大半は給与労働者の世帯であること

と、個人で老後準備のための貯蓄を行うためには一定程度以上の収入が必要であ

ること、さらに、あまりに多額の収入がある場合には老後準備のための行動が異

なること、が想定されたため、予備調査を利用して対象者の範囲を限定して行っ

た（図表 3）。 

 

【ここに図表 3 を挿入】 

 

２．２ リテラシーを計測する設問 

 この調査には、客観的な金融リテラシーを計測するための設問４つと、客観的

な税制優遇に関する税制リテラシーを計測するための設問３つを盛り込んだ（図

表 4）。 

 客観的な金融リテラシーを計測するための設問は、Sekita（2011）も参照してい

る Lusardi and Mitchell (2011)と同様の「複利効果」「債券価格」「分散投資」に関

する設問と、日本における長期的な分散投資の柱である海外投資に関する設問と

して「外国為替」についての設問を盛り込んだ。  

 客観的な税制優遇に関する税制リテラシーを計測するための設問は、米国の

401(k)制度に関連した Clark et al. (2014) と同様に所得控除の効果を計算する設問

（図表 5）と、個人型確定拠出年金の税制優遇に関する知識の有無を確認する設
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問とを盛り込んだ。なお、所得控除の効果を計算する設問は日本での先例が見当

たらなかったため、慎重を期すために同じ主旨を２つの異なる枠組み（フレーミ

ング）で質問することとし、その２問は間を開けて設置した。  

 これらに加えて、金融リテラシーや税制リテラシーに関する自信（いわゆる主

観的なリテラシー）を計測する設問も、上述した客観的なリテラシーとは離れた

場所に設置した（図表 6）。 

 

【ここに 図表 4、図表 5、図表 6 を挿入】 

 

２．３ 客観的なリテラシーの全体的な状況 

 客観的なリテラシーを計測する各設問への回答結果を見ると、「わからない」（以

下および図表では不明と記載）と回答した割合が一定程度を占めている（図表 7）。 

 特に税制リテラシーの各設問では、不明と回答した割合が 34～48％を占め、選

択肢の中でほぼ最も大きな割合となっている
1
。金融リテラシーに関する設問をみ

ると、複利効果に関する設問では 16％と小さいが、他の金融リテラシーに関する

設問では 26～44％を占めている。 

 金融リテラシーの設問では、誤答の割合も多い。特に金利変動と債券価格の関

係を尋ねた設問（Q55）では、正答・誤答・不明の中で誤答の割合が最も大きく

なっている。 

 

【ここに図表 7 を挿入】 

 

 各設問への回答結果の相関を見ると、分散投資（Q57）と所得控除 B（Q59）の

正答の間にはある程度の強さの相関が見られたが（相関係数 0.41）、他の正答間

には弱い相関しか見られなかった（図表 8 上段）。他方、各設問への不明の間には

ある程度の強さの相関が見られた。これらの傾向は、中嶋（2018）の金融・保険

                                                
1
  なお、Q49では、正答が34.1％、不明が33.7％である。 
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リテラシーと同様の傾向と言える。  

 

【ここに図表 8 を挿入】 

 

２．４ 税制リテラシーの保有状況 

２．４．１ 所得控除の効果を計算する設問への回答結果 

 次に、本稿に特有な税制リテラシーを計測する各設問への回答結果を見る。 

 まず、税制リテラシーの設問のうち、設問の枠組み（フレーミング）が異なる

所得控除の効果を計算する設問２題（Q54 と Q49）の回答結果をクロス集計で見

た（図表 9 上段）。両問の正答率はそれぞれ 35％前後で同水準だが（図表 7）、両

問ともに正答している割合は全体の 18％に過ぎなかった。見方を変えれば、Q54

に正答した者のうち Q49 にも正答した割合は 50％、逆に Q54 に正答した者のう

ち Q49 にも正答した割合は 54％と、ともに半数程度であった。各問の正答率が

35％前後であることを考えれば、一方に正解した場合に他方にも正解している確

率は高くなっているが、それほど強い相関とは言いがたいだろう。アンケートの

設問文に依存する結果ではあるが、この調査結果からは、所得控除の効果につい

てきちんと理解している割合は２割程度と言えよう。  

 また、両問ともに不明と回答した割合は、全体の 25％であった（図表 9 上段）。

Q54 に不明と回答した者のうち Q49 にも不明と回答した割合は 62％、逆に Q54

に不明と回答した者のうち Q49 にも不明と回答した割合は 75％、であった。各問

に不明と回答した割合が 34～41％であることを考えれば、一方に不明と回答した

場合に他方にも不明と回答している確率は高くなっており、ある程度の強い相関

があると言えよう。 

 なお、各問の誤答の割合は 23～32％と比較的高めであったため誤答の内容を確

認したが、同じ値を回答しているなどの特徴的な傾向は見られなかった（図表 9

下段）。 
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【ここに図表 9 を挿入】 

 

２．４．２ 所得控除のリテラシーとiDeCo税制の知識との関係 

 次に、前述した所得控除に関するリテラシー（Q59 と Q49）と、個人型確定拠

出年金（ iDeCo）の税制優遇に関する知識の有無（Q58）との関係を見た（図表

10）。所得控除に関する設問（Q59 と Q49）は所得控除の効果を計算する内容で一

種の数的思考能力（numeracy）の要素を含んでいるが、iDeCo の税制に関する設

問（Q58）は単に知識の有無を確認する設問になっている。  

 クロス集計の結果を見ると、所得控除の設問（Q59 と Q49）のいずれかに正答

し、かつ iDeCo の税制優遇に関する設問（Q58）に正答している割合は全体の 11

～15％、所得控除の設問（Q59 と Q49）のいずれかに不明と回答し、かつ iDeCo

の税制に関する設問（Q58）に不明と回答している割合は、全体の 25～34％とな

っている。 

 

【ここに図表 10 を挿入】 

 

 さらに、所得控除に関するリテラシー（Q59 と Q49）と iDeCo の税制優遇に関

する知識の有無（Q58）の計３問の回答結果を、正答数・誤答数・不明数として

集計した（図表 11）。その結果、３問すべてに正答したのは全体の８％で、正答

数がゼロだったのは全体の 41％を占めた。また、３問すべてに誤答したのが全体

の４％、３問すべてに不明と回答したのは全体の 22％、となっている。以上から、

正答数がゼロだった者（全体の 41％）のうち約半数（全体の 41％に対する全体の

22％）が「３問すべてに不明」であり、正答数だけでは単純に税制リテラシーを

分類できないことが示唆される。 

 

【ここに図表 11 を挿入】 
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３ 金融・税制リテラシーに基づく分類と老後準備や金融商品購入との関係 

３．１ リテラシーに関する回答パターンによるグループ分け（分類） 

 そこで以降では、中嶋（2018）と同様に、正答・誤答・不明を区別した上で、

金融・税制リテラシーに関する７問の回答からサンプルをグループ分け（分類）

して、各グループの傾向を見ていく。  

 分類には、マーケティングで消費者を分類する際などに使われる、潜在クラス

モデルを用いる
2
。具体的には、各サンプルのリテラシーを計測する７問の回答パ

ターンを、観測できない潜在変数を仮定して、いくつかのグループ（クラス）に

集約して分類する分析手法である
3
。あるサンプルを特定の１グループに分類する

のではなく、各グループに属する確率で分類するのが、この手法の１つの特徴で

ある。いくつのグループに分類するかは、分類数（クラス数）を順次増やしなが

ら推計し、もっとも当てはまりが良いクラス数を採用する方法が採られる。当て

はまりの良さの指標にはいくつかあるが、本稿では先行研究に倣ってモデルの簡

素さを加味するＢＩＣを使い、かつクラスのサイズが小さくなりすぎないことを

考慮して、５クラスに分類した
4
。 

 

３．２ 分類結果の特徴 

 前述した潜在クラスモデルで分類した結果から、各クラスの特徴を見ていく。  

 図表 12 のクラス１の列を縦に見ると、複利効果の設問では正答が 87％、誤答

が 13％、不明が 0％を占めている。他の設問も同様に見ると、７問中すべてで正

答の割合が最も多くなっている。加えて全体（最右列）と比べると、どの設問で

も全体よりクラス 1 で正答の割合が多い。以上のことから、クラス１の特徴は「全

般的に正答」と考えられる。  

                                                
2
  潜在クラスモデル（潜在クラス分析）の概要は、三輪(2009)などを参照されたい。 

3
  まったく集約しなければ今回の回答パターンは3の7乗（2187）通りに分かれ、分類として使いにくい。 

4
  BICは６クラスの場合に最小（-15445）となったが、６クラスの場合は最も小さなクラスの大きさが全

体の４％となった。５クラスの場合のBICは-15434と６クラスの場合に近く、かつ最も小さなクラスの

大きさが全体の13％であったため、５クラスを採用した。適合度指標や他のクラス数で分類した結果は、

補論を参照。 
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 同じ見方を他のクラスでも行う。クラス２は、７問中すべてで誤答の割合が最

も多くなっている。そのため、クラス２の特徴は「全般的に誤答」と読み取れる。

クラス３は、７問中すべてで誤答の割合が最も多くなっている。そのため、クラ

ス３の特徴は「全般的に不明」と考えられる。クラス４は、Q57 分散投資、Q58 iDeCo

税制、Q59 所得控除 B の３問で、全体と比べて不明の割合が顕著に多くなってい

る。そこで、このクラスの特徴を「Q57－59 が不明」とした。クラス５は、金融

リテラシーに関する設問の多くで全体よりも正答の割合が高く、税制リテラシー

に関する設問の多くで全体よりも不明の割合が高い。そのため、このクラスの特

徴を「金融正答、税不明」とした。 

 

【ここに図表 12 を挿入】 

 

３．３ 分類と正答数との関係 

 客観的なリテラシーを利用した先行研究では正答数を使った分析がよく行われ

ている。そこで、当分析でも、ある正答数の人があるクラスに属する確率（帰属

確率）を確認する。 

 図表 13 で、金融リテラシーの設問に４問正答した人の行を見ると、89％がクラ

ス１（全般的に正答）に属するという結果になっている。同様の見方をすると、

３問正答した人の場合は、62％がクラス１（全般的に正答）に、20％がクラス５

（金融正答・税制不明）に、に属する結果となっている。以下、１～２問正答し

た人の行ではクラス２（全般的に誤答）に、ゼロ問正答の行ではクラス３（全般

的に不明）に、属する確率が最も高くなっている。このような正答数と分類（ク

ラス）との関係の特徴は、各クラスの正答数の分布を集計した図表 14 でも確認で

きる。 

 次に、図表 13 で税制リテラシーの正答数と分類（クラス）との関係を見ると、

３問正答や２問正答の場合はクラス１（全般的に正答）が多くなっている。金融

リテラシーと異なり、１問正答の場合はクラス３以外の４つのクラスに分かれて
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いるが、ゼロ問正答の行では、金融リテラシーと同様にクラス３（全般的に不明）

に属する確率が最も高くなっている。  

 金融リテラシーと税制リテラシーの正答数を合計した場合は、５～７問正答の

場合はクラス１（全般的に正答）に属する確率が非常に高く、１～４問正答の場

合は２～３のクラスに分かれ、ゼロ問正答の場合にはクラス３（全般的に不明）

に属する確率が最も高くなっている。  

 以上の結果から、先行研究のように正答数で分析した場合は、正答数が多いと

クラス１（全般的に正答）を、正答数がゼロだとクラス３（全般的に不明）を代

表する傾向があるが、正答数が中程度から少なめに掛けては、誤答と不明とが混

在した複数のクラスに分かれることが読み取れる。  

 

【ここに図表 13 と図表 14 を挿入】 

 

３．４ 分類と主観的なリテラシーとの関係 

 行動経済学では、自信過剰など、リテラシーに対する自己評価（主観的なリテ

ラシー）とテストで計測される客観的なリテラシーとの差が注目されている。今

回利用した調査でも図表 15 の設問で主観的なリテラシーを計測しており、各クラ

スとの関係を確認する。  

 

【ここに図表 15 を挿入】 

 

 主観的な金融リテラシーについて図表 16 のクラス１（全般的に正答）の列を見

ると、「自分は、お金を貯めるのが得意である」という設問に対して「どちらかと

いえば そう思う」が 31％で最も多く、全体（最右列）と比べて有意に高い比率

だが、特段の差はない。クラス３の「どちらかといえば そう思わない」も全体（最

右列）と比べて有意に高い比率だが特段の差はなく、主観的な金融リテラシーに

ついて各クラスに特段の傾向は見られなかった。  

119



 主観的な税制リテラシーについて同様に見ると、クラス１（全般的に正答）で

は「どちらかといえば そう思わない」が最も多い（32％）ものの、「どちらかと

いえば そう思う」から「かなりそう思う」の比率が全体（最右列）と比べて特に

高くなっている。他のクラスでは、全体と比べて有意な差があるものの、特段の

差は見られなかった。 

 以上の結果から、クラス１（全般的に正答）では自己の税制リテラシーの高さ

について自己を認識できているものの、クラス１の金融リテラシーや他のクラス

のリテラシー全般については、あまり自己が認識されていない傾向が読み取れる。 

 そこで、自信過剰や自信過小と分類との関係を確認した。まず、自信過剰や自

信過小を広く捉えた場合、クラス１は、客観的なリテラシーの設問に全般的に正

答しているにもかかわらず自信がない人が存在するため、金融リテラシーと税制

リテラシーの双方で、全体と比べて自身過小が特に多いという結果になった。逆

に言えば、クラス１以外では自信過小に該当するほどの客観的なリテラシーを有

している人が少なかったり（図表 14）、有していてもそれを認識していて自信過

小になっていない、と言える。 

 他方、自信過剰についてみると、クラス３（全般的に不明）とクラス４（Q57-59

が不明）で全体と比べて金融に関する自信過剰が多い、という結果になった。た

だ、自信過剰や自信過小の定義から、「どちらかといえば そう思う（思わない）」

を除外した狭い定義では、全体と比べてそれほど顕著な差はなかった。この結果

から、クラス３（全般的に不明）とクラス４（Q57-59 が不明）では、「どちらか

といえば」リテラシーがあると思いながら、実際の設問に接すると「わからない」

と答える傾向が読み取れる。クラス２（全般的に誤答）は、自信過剰の傾向があ

るかと予想されたが、実際にはその傾向が見られなかった。  

 

【ここに図表 16 を挿入】 

 

３．５ 分類と客観的な属性との関係 
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 金融や税制に関するリテラシーは、年齢を重ねると経験を積む、学歴が高いと

理解力がある、収入が高かったり子どもがいると資産形成や死亡保障を考えがち、

という理由で高まる可能性がある。そこで、分類結果と客観的な属性との関係を

見るために、各属性における各クラスの構成比と全体（最右列）の構成比とを見

比べる。 

 人口統計学的（デモグラフィック）な属性を確認した図表 17 を全体的に眺める

と、数字が灰色の箇所、つまり全体（最右列）の構成比と有意な差がない箇所が

多い。このことから、分類結果と客観的な属性とには、あまり強い関係が見られ

ないことがうかがえる。有意に差がある箇所を取り上げると、クラス１（全般的

に正答）には全体と比べて大学院卒が特に多く、男性や大卒、会社員、公務員が

有意に多くなっている。これに対してクラス４（Q57-59 が不明）は、扶養家族と

なっているパートやアルバイトが特に多く、女性や高校・専門・高専・短大卒、

専業主婦(夫)が有意に多くなっているが、それほど大きな差はなかった。学歴に

ついてはクラス３（全般的に不明）でもクラス４と同様の傾向が見られるため、

学歴とリテラシーの正答数や不明数との間には有意な関係がある可能性が想像さ

れる。 

 

【ここに図表 17 を挿入】 

 

 経済的な状況を確認した図表 18 でも、数字が灰色の、数字が灰色の箇所、つま

り全体（最右列）の構成比と有意な差がない箇所が多い。有意に差がある箇所を

取り上げると、クラス１（全般的に正答）には全体と比べて年収 900 万円以上 1,300

万円未満や世帯金融資産 5000 万円以上が特に多く、年収 500 万円以上 900 万円未

満や家計金融資産 2000 万円以上 3,000 万円未満の比率も全体と比べて有意に大き

い。また、クラス３（全般的に不明）では、世帯金融資産がゼロの比率が全体と

比べて特に高かったが、それ以外の世帯金融資産低額層の比率は有意に違わなか

った。クラス４は、大きな違いではないものの、本人の年収がゼロ以上 130 万円
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未満の比率が全体と比べて有意に高かった。 

 

【ここに図表 18 を挿入】 

 

３．６ 分類と経済的な準備状況との関係 

 金融や税制に関するリテラシーが高いと、税制優遇がある有利な貯蓄制度を利

用したり、さまざまな金融商品を買うなどの、経済的な準備（資産形成）を行っ

ている可能性がある。そこで、各分類における各種貯蓄制度の利用状況（利用率）

や金融商品の購入経験（購入経験率）を、全体（最右列）と見比べる（図表 19）。  

 クラス１（全般的に正答）は、調査したすべての貯蓄制度や金融商品で、全体

と比べて利用率や購入経験率が高かった。特に、証券会社の取引口座の利用率は

50％、株式の購入経験率は 62％、投資信託の購入経験率は 49％と、高い水準だっ

た。これに対して、クラス３（全般的に不明）やクラス４（Q57-59 が不明）は利

用率や購入経験率が全体と比べて低かった。 

 また、クラス２（全般的に誤答）は、大きな比率ではないが未公開株式や商品

先物取引の購入経験率が全体と比べると大幅に高く、株式や投資信託、変額生命

保険・年金の購入経験率が全体よりも有意に高かった。クラス２（全般的に誤答）

は、主観的なリテラシーはそれほど高くなく自信過剰の傾向は見られなかったが、

実際の投資行動は全体よりもリスク性資産を購入する傾向が見られた。  

 

【ここに図表 19 を挿入】 

 

４ 総括と考察 

４．１ 分析結果の総括と示唆 

 本稿では、独自のアンケート金融や税制に関するリテラシーを計測し、老後準

備や金融商品購入などとの関係を分析した。マクロ経済スライドによる公的年金

の縮小に対応して、確定拠出年金などの個人の判断で加入する老後準備制度に対
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する税制優遇が拡大している。しかし、税制優遇を活用しながら、公的年金の縮

小に対応して個人の判断で老後準備制度に加入するには、金融や税制に関する基

礎的な理解や理解力（リテラシー）が必要となる。そこで、日本では例が少ない

税制リテラシーの計測を含む独自のアンケートを実施し、潜在クラス分析によっ

て金融リテラシーや税制リテラシーの保有状況で調査対象者を分類し、老後準備

や金融商品購入などとの関係を分析した。  

 分析の結果、次のことが明らかになった。まず、税制リテラシーを計測する設

問では、所得控除の効果を計算する設問を、慎重を期すために同じ主旨を２つの

異なる枠組み（フレーミング）で質問した。その結果、両問の正答率はそれぞれ

35％前後で同水準だが、両問ともに正答している割合は全体の 18％に過ぎなかっ

た。また、両問ともに不明と回答した割合は、全体の 25％であった。さらに、個

人型確定拠出年金（ iDeCo）の税制優遇に関する知識の有無に関する設問も加え

た税制に関する３問全体の回答状況は、３問すべてに正答したのは全体の８％で、

正答数がゼロだったのは全体の 41％を占めた。３問すべてに誤答したのが全体の

４％、３問すべてに不明と回答したのは全体の 22％であり、正答数だけでは単純

に税制リテラシーを分類できないことが示唆された。  

 そこで、マーケティングで使われる潜在クラスモデルを用いて金融と税制のリ

テラシーの保有状況を５つのクラスに分類した。リテラシーを計測する設問に全

般的に正答するクラス（当分析のクラス１）では、調査したすべての貯蓄制度や

金融商品で全体と比べて利用率や購入経験率が高く、特に、証券会社の取引口座

の利用率と、株式や投資信託の購入経験率は全体よりも大きく高い水準だった。

このクラスは全体と比べて、男性や大卒・大学院卒、会社員・公務員、収入や金

融資産額が高めの者が有意に多めで、リテラシーがあることをある程度は認識し

ているが、実際のリテラシーの高さに比べれば自信過小が多い傾向があった。ま

た、リテラシーを計測する設問に全般的に不明と回答するクラス（当分析のクラ

ス３）や分散投資・iDeCo 税制・所得控除 B の設問に不明と回答するクラス（当

分析のクラス４）は、全体と比べて貯蓄制度の利用率や金融商品の購入経験率が
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低かった。これらのクラスは全体と比べて、女性や高校・専門・高専・短大卒、

専業主婦(夫)が有意に多い傾向がみられたが、それほど大きな差ではなかった。

また、全般的に誤答するクラス（当分析のクラス２）は、主観的なリテラシーは

それほど高くなく自信過剰の傾向は見られなかったが、実際の投資行動は、大き

な比率ではないが未公開株式や商品先物取引の購入経験率が全体と比べると大幅

に高く、株式や投資信託、変額生命保険・年金の購入経験率が全体よりも有意に

高いなど、全体よりもリスク性資産を購入する傾向が見られた。なお、このクラ

スの客観的な属性には、全体と比べて有意な差は見られなかった。  

 これらの結果から得られる示唆は、次のとおりである。まず、金融や税制に関

する客観的なリテラシーが高い人は、老後準備や金融商品に対して積極的な傾向

があった。また、金融や税制に関する設問に分からないと回答する人は、老後準

備や金融商品に対して消極的な傾向があった。後述するように、金融や税制に関

する客観的なリテラシーと老後準備や金融商品購入との因果関係は当分析では明

らかにできないが、金融と税制のリテラシーの高さと老後準備や金融商品の購入

との相互の効果が想定されることを考えれば、好循環と悪循環によって２極化が

進まないよう、リテラシーを高める方策や老後準備や金融商品の購入を促進する

方策などの介入が必要となるだろう。ただし、全般的に誤答していたクラスでは、

正しいリテラシーを有していないにもかかわらずリスク性資産を購入する傾向が

見られたことから、単純に教育したり投資を勧めるのではなく、正しい知識の習

得を確認しながら進める必要があると言えよう。  

 

４．２ 本稿の留保すべき点と今後の研究課題 

 本稿の結果や示唆には留保すべき点があり、それらが今後の研究課題となる。  

 まず、税制優遇に関するリテラシーの計測方法である。本稿では、主旨は同じ

でフレーミングが異なる２つの設問で所得控除の効果を計算する能力を計測した

が、両者の正答率はほぼ同じであったにもかかわらず、両問ともに正答した割合

は少なかった。正答でない場合について、誤答か不明かで行動が異なることも明
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らかになった。フレーミングによって判断が変わることは行動経済学の分野でも

示されており、神谷(2017)が指摘するように心理学で確立された手法を参考にし

ながら、リテラシーの計測方法についてさらに検討を進める必要がある。  

 また、リテラシーと経済的な行動の因果関係について、検討を進める必要があ

る。因果関係の分別は難しいが、たとえば適切な操作変数を探索して操作変数法

により影響を推計するなど、追加的な分析が必要となる。  

 さらに、人々のリテラシーを高める方法や、実践に活かせるように高められる

かについても、今後の大きな研究課題となろう。前者については、学校教育で早

期に知識や意識を高める方法だけでなく、家庭教育や社会教育
5
、実際にリテラシ

ーの活用が必要になったときに実践的に学習する方法などと、どのように組み合

わせるかも、検討すべきであろう。後者については、個人の経済合理性の限界を

考慮して、老後に向けた私的な準備を半強制的に行わせる仕組みが海外で導入さ

れており、日本においても検討が必要な課題であろう。  

 

補論１：他のクラス数での分類結果 

 本論ではＢＩＣによってクラス数を５としたが、クラスが分化する過程も興味

深いため、他のクラス数での分類結果を参考として記載する（図表 20、図表 21）。 

 概観すると、２クラスで「全体的に不明」、３クラスで「Q57-59 が不明」、4 ク

ラスで「全般的に正答」「全般的に誤答」、5 クラス（本論に掲載）で「金融正答・

税不明」、6 クラスで「債券は正答」、が新しいクラスとして細分化していた。 

 

補論２：回帰分析の結果 

 税制優遇に関するリテラシーが老後準備行動に影響するかを検証した。その結

果、税制優遇の理解度（正答数）が、金融リテラシーや本人の学歴等を調整した

上でも、老後準備行動の有無に有意に影響することが確認された（図表 22）。 

                                                
5
  北野ほか(2015)は、大学生を対象に、学校教育と家庭教育（親との会話等）や社会教育（周囲の大人と

の会話等）の影響の分析を試みている。 
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図表 1 個人型確定拠出年金の拡充経緯（企業年金がない厚生年金加入者の場合） 

時期 内容 拠出限度額 

2001 年 10 月 制度開始 月 15,000 円 

2004 年 10 月 公的年金の改正（マクロ経済スライドの導入等）を受け

て、拠出限度額を引き上げ 

月 18,000 円 

2010 年 1 月 厚みのある株式市場の構築に向け市場の活性化を図る

ため、拠出限度額の引き上げ 

月 23,000 円 

2017 年 1 月 拠出限度額が年単位化。公務員や専業主婦(夫)も対象に。 年 276,000 円 

(月 23,000 円) 

(資料）企業年金連合会(2016)『企業年金に関する基礎資料（平成28年12月）』 

 

図表 2 大阪大学 21 世紀 COE/グローバル COEが実施した「くらしの好みと満足度についてア

ンケート」の 2010 年調査における、税制知識と老後準備状況に関する設問 

 

 

(出展） http://www.iser.osaka-u.ac.jp/survey_data/doc/japan/questionnaire/japanese/2010Question
naireJAPAN.pdf  
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図表 3 アンケート調査の概要 

項目 内容 

調査対象 マイボイスコム社に登録している、全国の 40～64 歳の男女個人 

割付方法 ○予備調査の回答を元に、本調査では次の割り付けを計画した。 

・有配偶者：男女５歳ごとに 280 名ずつ（計 2800 名） 

・未婚者 ：男女ごとに 280 名ずつ（計 560 名） 

○調査目的を考慮し、回答者をある程度均質にするため、予備調査で

次の回答を行ったサンプルに対して、本調査を案内した。  

・有配偶の 40～59 歳：本人か配偶者の最も長かった働き方が会社員

か公務員で、世帯年収が 300 万円以上 1500 万円未満 

・有配偶の 60～64 歳：本人か配偶者の最も長かった働き方が会社員

か公務員で、世帯年収が 1500 万円未満 

・未婚者（40～59 歳）：本人の最も長かった働き方が会社員か公務員

で、世帯年収が 300 万円以上 1500 万円未満 

※世帯年収は、臨時収入（相続や退職金、宝くじの当せん金など）は

含めずに過去 5 年間で最も高かったもの。  

調査方法 インターネット（Web 画面） 

調査時期 予備調査：2018 年 3 月 1 日～6 日 

本調査 ：2018 年 3 月 13 日～19 日 

調査機関 マイボイスコム株式会社  

回収数 3,685 
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図表 4 客観的な金融・税制リテラシーを計測する設問 

 
(注１）Q49はQ54よりも前の質問だが、Q54と内容が似ているため、Q54の次に掲載した。 
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図表 5 Clark et al. (2014) における税制リテラシーの設問 

 

 

図表 6 主観的な金融・税制リテラシーを計測する設問 
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図表 7 客観的なリテラシーを計測する各設問への回答の分布 

 

 

図表 8 各設問への回答の相関 

 

 

(注１）「正答」の相関係数は、正答したサンプルを１、他のサンプルを０として計算した相関係数。「誤答」
「不明」も同様。 

(注２）文字が灰色の箇所は、有意な相関関係がない場所（有意水準５％）。 

 

50%

28%

44%

38%

25%

36%

34%

34%

39%

30%

18%

27%

23%

32%

16%

33%

26%

44%

48%

41%

34%

Q54複利効果

Q55債券価格

Q56外国為替

Q57分散投資

Q58iDeCo税制

Q59所得控除B

Q49所得控除A

正答 誤答 不明

金
融

税
制

◆正答

Q54 Q55 Q56 Q57 Q58 Q59 Q49

Q54 複利効果 -

Q55 債券価格 0.22 -

Q56 外国為替 0.38 0.23 -

Q57 分散投資 0.34 0.33 0.37 -

Q58 iDeCo税制 0.20 0.24 0.23 0.34 -

Q59 所得控除B 0.28 0.25 0.30 0.41 0.29 -

Q49 所得控除A 0.18 0.15 0.17 0.22 0.14 0.26 -

◆誤答 ◆不明

Q54 Q55 Q56 Q57 Q58 Q59 Q49 Q54 Q55 Q56 Q57 Q58 Q59 Q49

Q54 - -

Q55 0.14 - 0.54 -

Q56 0.22 0.22 - 0.63 0.65 -

Q57 0.16 0.27 0.21 - 0.42 0.58 0.59 -

Q58 0.09 0.20 0.15 0.26 - 0.39 0.51 0.51 0.61 -

Q59 0.11 0.18 0.16 0.22 0.19 - 0.42 0.54 0.57 0.59 0.59 -

Q49 0.03 0.16 0.07 0.11 0.08 0.15 - 0.42 0.42 0.44 0.41 0.39 0.50 -
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図表 9 所得控除に関する２問への回答結果 

 

 

 

（注１）上段のカッコ内の値は、両問で同じ回答結果（正答／誤答／不明）だった割合を、

当該回答者を分母として計算した値。例えば、右上の 54％は、Q49 の正答者（全体の 34％）

に占める、両問への正答者（全体の 18％）の割合（18％÷34％）である。図表 10 も同じ。 

 

Q59所得控除B (税軽減額)

正答 誤答 不明 合計

正答 18% 8% 7% 34% (54%)

誤答 14% 10% 8% 32% (32%)

不明 4% 4% 25% 34% (75%)

合計 36% 23% 41% 100%

(50%) (45%) (62%) 54%

両問一致↑

 

Q49所得

控除A

(実質負

担額)

Q59所得控除B (税軽減額)

10万円 8万円 2万円 0万円 不明 合計

10万円 1% 1% 7% 4% 4% 16%

8万円 1% 3% 18% 4% 7% 34%

2万円 0% 1% 6% 2% 3% 13%

0万円 0% 0% 1% 1% 1% 4%

不明 1% 1% 4% 3% 25% 34%

合計 4% 5% 36% 13% 41% 100%

両問一致 49%

Q49所得

控除A

(実質負

担額)
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図表 10 所得控除のリテラシーと iDeCo 税制に関する知識との関係 

 

 

 

（注１）図表 9 の注と同様。 

 

図表 11 税制リテラシーに関する設問への正答数等の分布 

 

 

 

Q58 iDeCo税制

正答 誤答 不明 合計

正答 11% 12% 11% 34% (33%)

誤答 10% 10% 11% 32% (33%)

不明 3% 5% 25% 34% (75%)

合計 25% 27% 48% 100%

(45%) (38%) (53%) 47%

両問一致↑

 

Q49所得

控除A

(実質負

担額)

Q58 iDeCo税制

正答 誤答 不明 合計

正答 15% 14% 8% 36% (41%)

誤答 7% 10% 6% 23% (43%)

不明 3% 4% 34% 41% (83%)

合計 25% 27% 48% 100%

(60%) (36%) (71%) 59%

両問一致↑

 

Q59所得

控除B

(税軽減

額)

41%

44%

40%

30%

34%

20%

21%

18%

18%

8%

4%

22%

正答数

誤答数

不明数

０問 １問 ２問 ３問
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図表 12 潜在クラスモデルで５クラスに分類した結果 

 

(注１）文字が赤色の箇所は、全体の値と比べて統計的に有意な差があり、かつ全体の値の1.5倍を超えて
いる箇所。文字が灰色の箇所は有意な差がない箇所。いずれも有意水準５％で判断。 

 

クラス1 クラス2 クラス3 クラス4 クラス5 (全体)

クラスの

サイズ
26% 23% 20% 19% 13% (N=3685)

Q54複利効果

正答 87% 41% 10% 44% 62% 50%

誤答 13% 58% 18% 55% 25% 34%

不明 0% 1% 72% 0% 13% 16%

Q55債券価格

正答 59% 24% 2% 16% 31% 28%

誤答 36% 75% 1% 41% 37% 39%

不明 4% 1% 97% 43% 32% 33%

Q56外国為替

正答 80% 40% 2% 33% 60% 44%

誤答 20% 59% 2% 39% 29% 30%

不明 0% 1% 96% 28% 10% 26%

Q57分散投資

正答 87% 36% 0% 3% 50% 38%

誤答 6% 55% 1% 9% 16% 18%

不明 6% 9% 99% 88% 33% 44%

Q58iDeCo税制

正答 53% 31% 0% 4% 26% 25%

誤答 32% 59% 1% 13% 23% 27%

不明 15% 10% 99% 83% 51% 48%

Q59所得控除B

正答 79% 43% 0% 17% 21% 36%

誤答 18% 51% 5% 15% 20% 23%

不明 3% 5% 95% 67% 59% 41%

Q49所得控除A

正答 59% 39% 8% 32% 18% 34%

誤答 38% 47% 11% 30% 27% 32%

不明 3% 14% 80% 37% 55% 34%

↓ ↓ ↓ ↓ ↓
クラスの

特徴

全般的

に正答

全般的

に誤答

全般的

に不明

Q57-59

が不明

金融正

答、税不

明
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図表 13 正答数ごとに見た各クラスへの帰属確率 

 

(注１）ある正答数の人があるクラスに属する確率を示したもの。図表12と異なり、表の各行を(横方向に)
合計すると100％になる。 

(注２）文字が赤色の箇所は、全体の値（この表の場合は上段にある「クラスのサイズ」）と比べて統計的
に有意な差があり、かつ全体の値の1.5倍を超えている箇所。文字が灰色の箇所は有意な差がない
箇所。いずれも有意水準５％で判断。 

 

クラス1 クラス2 クラス3 クラス4 クラス5 (全体)

クラスのサイズ 26% 23% 20% 19% 13% (N=3685)

クラスの

特徴

全般的

に正答

全般的

に誤答

全般的

に不明

Q57-59

が不明

金融正

答、税不

明

(客観的な)金融リテラシー [Q54～57]

０問正答 0% 15% 60% 21% 3% 100%

１問正答 3% 37% 11% 36% 13% 100%

２問正答 23% 37% 1% 19% 21% 100%

３問正答 62% 14% 0% 4% 20% 100%

４問正答 89% 3% 0% 0% 8% 100%

(客観的な)税制リテラシー [Q58,59,49]

０問正答 3% 14% 44% 25% 15% 100%

１問正答 22% 33% 5% 22% 17% 100%

２問正答 56% 30% 0% 8% 6% 100%

３問正答 81% 16% 0% 1% 2% 100%

(客観的な)金融・税制リテラシー [Q54～59,49]

０問正答 0% 5% 76% 17% 2% 100%

１問正答 0% 25% 23% 41% 11% 100%

２問正答 2% 41% 2% 34% 21% 100%

３問正答 14% 45% 0% 17% 24% 100%

４問正答 45% 30% 0% 5% 20% 100%

５問正答 81% 11% 0% 1% 7% 100%

６問正答 96% 3% 0% 0% 1% 100%

７問正答 99% 1% 0% 0% 0% 100%
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図表 14 各クラスの正答数の分布 

 

(注１）文字が赤色の箇所は、全体の値（この表の場合は上段にある「クラスのサイズ」）と比べて統計的
に有意な差があり、かつ全体の値の1.5倍を超えている箇所。文字が灰色の箇所は有意な差がない
箇所。いずれも有意水準５％で判断。 

 

クラス1 クラス2 クラス3 クラス4 クラス5 (全体)

クラスのサイズ 26% 23% 20% 19% 13% (N=3685)

クラスの

特徴

全般的

に正答

全般的

に誤答

全般的

に不明

Q57-59

が不明

金融正

答、税不

明

(客観的な)金融リテラシー [Q54～57]

０問正答 0% 18% 87% 32% 7% 28%

１問正答 3% 36% 13% 43% 23% 22%

２問正答 19% 34% 1% 22% 36% 22%

３問正答 40% 10% 0% 3% 26% 17%

４問正答 39% 2% 0% 0% 7% 11%

(客観的な)税制リテラシー [Q58,59,49]

０問正答 4% 25% 92% 55% 48% 41%

１問正答 26% 43% 8% 36% 41% 30%

２問正答 45% 27% 0% 9% 10% 21%

３問正答 25% 6% 0% 0% 1% 8%

(客観的な)金融・税制リテラシー [Q54～59,49]

０問正答 0% 4% 80% 19% 4% 21%

１問正答 0% 17% 18% 34% 14% 16%

２問正答 1% 29% 2% 30% 28% 17%

３問正答 7% 27% 0% 13% 26% 14%

４問正答 23% 17% 0% 4% 21% 13%

５問正答 32% 5% 0% 0% 6% 10%

６問正答 24% 1% 0% 0% 1% 6%

７問正答 12% 0% 0% 0% 0% 3%
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図表 15 主観的なリテラシーを計測する設問（Q40） 
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図表 16 クラスごとに見た、主観的なリテラシーの分布 

 

(注１）文字が赤色の箇所は、全体の値と比べて統計的に有意な差があり、かつ全体の値の1.5倍を超えて
いる箇所。文字が灰色の箇所は有意な差がない箇所。いずれも有意水準５％で判断。 

(注２) ここでは、自信過剰や自信過小を、次のように定義した。 
 ○広義 
  ・自信過剰（金融）：客観的な金融リテラシーの正答数が１以下 かつ 主観的な金融リテラシー（貯蓄

が得意）が「どちらかといえば そう思う」「わりと そう思う」「かなり そう思う」 
  ・自信過剰（税制）：客観的な税制リテラシーの正答数が１以下 かつ 主観的な税制リテラシー（税金

や節税に詳しい）が「どちらかといえば そう思う」「わりと そう思う」「かなり そう思う」 
  ・自信過小（金融）：客観的な金融リテラシーの正答数が３以上 かつ 主観的な金融リテラシー（貯蓄

が得意）が「どちらかといえば そう思わない」「わりと そう思わない」「かなり そう思わない」 
  ・自信過小（税制）：客観的な税制リテラシーの正答数が２以上 かつ 主観的な税制リテラシー（税金

や節税に詳しい）が「どちらかといえば そう思わない」「わりと そう思わない」「かなり そう思
わない」 

 ○狭義 
  ・上記の定義から、「どちらかといえば そう思う（思わない）」を除外した。 

 

クラス1 クラス2 クラス3 クラス4 クラス5 (全体)

クラスのサイズ 26% 23% 20% 19% 13% (N=3685)

クラスの

特徴

全般的

に正答

全般的

に誤答

全般的

に不明

Q57-59

が不明

金融正

答、税不

明

主観的な金融リテラシー1(貯蓄が得意) [Q40_1]

ほとんど そう思わない 10% 12% 14% 14% 12% 12%

あまり そう思わない 18% 21% 18% 22% 21% 20%

どちらかといえば そう思わない 27% 28% 37% 29% 29% 30%

どちらかといえば そう思う 31% 26% 25% 27% 27% 28%

わりと そう思う 11% 10% 4% 6% 8% 8%

かなり そう思う 3% 3% 2% 2% 2% 3%

主観的な税制リテラシー(税金や節税に詳しい) [Q40_2]

ほとんど そう思わない 10% 14% 24% 25% 18% 17%

あまり そう思わない 19% 24% 23% 29% 28% 24%

どちらかといえば そう思わない 32% 35% 37% 33% 35% 34%

どちらかといえば そう思う 28% 20% 12% 11% 15% 18%

わりと そう思う 8% 6% 3% 2% 4% 5%

かなり そう思う 2% 1% 1% 0% 1% 1%

自信過剰/過小(広義) [Q40_1,2×Q54-59,49]

自信過剰(金融) 1% 20% 31% 27% 11% 17%

自信過剰(税制) 14% 28% 27% 29% 30% 25%

自信過小(金融) 43% 7% 0% 2% 20% 16%

自信過小(税制) 36% 18% 0% 6% 7% 15%

自信過剰/過小(狭義) [Q40_1,2×Q54-59,49]

自信過剰(金融) 0% 6% 6% 6% 3% 4%

自信過剰(税制) 3% 7% 4% 5% 6% 5%

自信過小(金融) 21% 4% 0% 1% 11% 8%

自信過小(税制) 15% 8% 0% 3% 3% 7%

138



図表 17 クラスごとに見た、客観的な属性の分布（１） 

 

(注１）文字が赤色の箇所は、全体の値と比べて統計的に有意な差があり、かつ全体の値の1.5倍を超えて
いる箇所。文字が灰色の箇所は有意な差がない箇所。いずれも有意水準５％で判断。 

 

 

クラス1 クラス2 クラス3 クラス4 クラス5 (全体)

クラスのサイズ 26% 23% 20% 19% 13% (N=3685)

クラスの

特徴

全般的

に正答

全般的

に誤答

全般的

に不明

Q57-59

が不明

金融正

答、税不

明

本人の性別 [pq2]

男性 64% 54% 45% 35% 49% 51%
女性 36% 46% 55% 65% 51% 49%

本人の年齢 [q61_1t]

40-44 20% 22% 25% 21% 21% 22%
45-49 20% 20% 24% 22% 21% 21%
50-54 21% 22% 21% 20% 19% 21%
55-59 21% 19% 15% 19% 22% 19%
60-64 18% 17% 14% 17% 18% 17%

婚姻状態 [q60]

現在、結婚している 82% 85% 84% 86% 83% 84%
一度も結婚していない 18% 15% 16% 14% 17% 16%

本人の最終学歴 [q63_1]

小学校・中学校 0% 0% 1% 1% 1% 0%
高校 14% 23% 28% 28% 21% 22%

専門・高専・短大 15% 23% 29% 31% 25% 24%
大学(文系) 40% 33% 28% 26% 31% 32%
大学(理系) 21% 14% 8% 10% 15% 14%

大学(その他) 1% 1% 2% 1% 1% 1%
大学院 9% 5% 3% 3% 6% 5%

本人の雇用形態 [q67_1]

会社員(正社員) 55% 53% 45% 36% 47% 48%
会社員(派遣・契約・嘱託) 8% 6% 5% 4% 5% 6%

会社役員 3% 2% 2% 2% 2% 2%
自営業 2% 2% 2% 1% 2% 2%
公務員 8% 6% 5% 5% 7% 6%

パート・バイト(扶養家族) 7% 10% 13% 19% 14% 12%
パート・バイト(非扶養家族) 1% 2% 2% 2% 2% 2%

専業主婦(夫) 15% 19% 26% 29% 21% 21%
学生 0% 0% 0% 0% 0% 0%

失業中(求職中) 0% 0% 0% 0% 0% 0%
無職(引退など) 0% 0% 0% 0% 0% 0%

その他 0% 0% 0% 0% 0% 0%
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図表 18 クラスごとに見た、客観的な属性の分布（２） 

 

(注１）文字が赤色の箇所は、全体の値と比べて統計的に有意な差があり、かつ全体の値の1.5倍を超えて
いる箇所。文字が灰色の箇所は有意な差がない箇所。いずれも有意水準５％で判断。 

 

クラス1 クラス2 クラス3 クラス4 クラス5 (全体)

クラスのサイズ 26% 23% 20% 19% 13% (N=3685)

クラスの

特徴

全般的

に正答

全般的

に誤答

全般的

に不明

Q57-59

が不明

金融正

答、税不

明

本人の年収(万円) [q70_1]

無収入 9% 14% 21% 22% 16% 16%
50未満 4% 4% 6% 9% 7% 6%

50以上_130未満 9% 11% 14% 18% 12% 12%
130以上_300未満 7% 9% 8% 8% 9% 8%
300以上_500未満 20% 21% 23% 20% 24% 21%
500以上_700未満 22% 19% 15% 12% 17% 18%
700以上_900未満 15% 14% 8% 8% 9% 11%

900以上_1100未満 9% 4% 3% 2% 4% 5%
1100以上_1300未満 4% 2% 1% 1% 2% 2%
1300以上_1500未満 1% 1% 1% 0% 1% 1%
1500以上_1700未満 0% 0% 0% 0% 0% 0%

世帯の金融資産(万円) [q71_1]

ゼロ 5% 10% 30% 15% 12% 14%
50未満 5% 6% 6% 8% 6% 6%

50以上 100未満 4% 6% 6% 7% 6% 6%
100以上 200未満 5% 6% 7% 6% 6% 6%
200以上 400未満 7% 7% 10% 10% 9% 8%
400以上 600未満 9% 9% 8% 10% 8% 9%
600以上 800未満 6% 7% 5% 5% 6% 6%

800以上 1000未満 7% 6% 5% 7% 6% 6%
1000以上 1200未満 7% 7% 4% 7% 6% 6%
1200以上 1400未満 3% 4% 1% 2% 3% 3%
1400以上 1600未満 4% 3% 2% 4% 4% 3%
1600以上 1800未満 3% 2% 1% 2% 2% 2%
1800以上 2000未満 4% 4% 2% 3% 4% 4%
2000以上 2500未満 7% 5% 3% 4% 4% 5%
2500以上 3000未満 6% 5% 3% 3% 4% 4%
3000以上 3500未満 4% 3% 2% 2% 3% 3%
3500以上 4000未満 3% 2% 1% 1% 2% 2%
4000以上 4500未満 1% 1% 1% 1% 1% 1%
4500以上 5000未満 2% 1% 1% 0% 1% 1%

5000以上 9% 6% 3% 3% 5% 5%
住居の種類 [q73]

持ち家(戸建て) 49% 52% 52% 55% 54% 52%
持ち家(集合住宅) 27% 24% 23% 23% 20% 24%
賃貸住宅(戸建て) 2% 2% 3% 2% 3% 2%

賃貸住宅(集合住宅) 17% 18% 19% 14% 18% 17%
親の持ち家に同居 3% 2% 2% 3% 3% 3%

社宅 2% 1% 1% 1% 1% 2%
その他 0% 0% 1% 1% 1% 0%
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図表 19 クラスごとに見た、経済的な準備状況の分布 

 

(注１）文字が赤色の箇所は、全体の値と比べて統計的に有意な差があり、かつ全体の値の1.5倍を超えて
いる箇所。文字が灰色の箇所は有意な差がない箇所。いずれも有意水準５％で判断。 

(注２）※の経済的リスクは、入院、老後、介護を受ける、死亡の４つ。このいずれかに預金で備えている
と回答すれば「備えている」とした。有価証券も同様。家森(2017b)と同じ手法。 

 

クラス1 クラス2 クラス3 クラス4 クラス5 (全体)

クラスのサイズ 26% 23% 20% 19% 13% (N=3685)

クラスの

特徴

全般的

に正答

全般的

に誤答

全般的

に不明

Q57-59

が不明

金融正

答、税不

明

貯蓄制度等の加入・利用 [Q76]

個人型確定拠出年金(iDeCo) 11% 9% 3% 3% 6% 7%

NISA(ニーサ) 33% 20% 6% 8% 20% 18%

つみたてNISA(積立ニーサ) 5% 5% 1% 2% 3% 3%

証券会社の取引口座(上記以外) 50% 27% 7% 11% 27% 26%

銀行の証券取引口座(上記以外) 17% 14% 2% 6% 11% 11%

生命保険会社の個人年金保険 37% 31% 17% 29% 30% 29%

生命保険(死亡保障) 65% 55% 35% 53% 56% 54%

金融商品の購入経験 [Q77]

株式 62% 45% 18% 20% 39% 39%

投資信託 49% 34% 12% 14% 29% 29%

仕組債・仕組預金 11% 8% 3% 3% 6% 7%

未公開株式 5% 5% 1% 1% 3% 3%

外国為替証拠金取引(FX) 13% 7% 3% 4% 7% 7%

金融先物取引・信用取引 6% 4% 1% 1% 2% 3%

商品先物取引 5% 5% 1% 1% 2% 3%

生命保険・個人年金保険 74% 63% 38% 61% 62% 60%

変額生命保険・年金保険 12% 13% 6% 8% 11% 10%

その他金融商品 13% 11% 4% 7% 8% 9%
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図表 20 ５クラス以外で分類した結果 

 

 (注１）文字が赤色の箇所は、全体の値と比べて統計的に有意な差があり、かつ全体の値の1.5倍を超えて
いる箇所。文字が灰色の箇所は有意な差がない箇所。いずれも有意水準５％で判断。 

 

図表 21 各クラス数での適合度指標 

 

(注１）尤度比カイ２乗検定量(L^2)を基準とすると９クラス以上でモデルが有意(p値が５％以上)となるが、
本稿では解釈の容易さを優先してＢＩＣを基準としてクラス数を選択した。より適合度の高いモデ
ルの構築は今後の課題としたい。 

 

1クラス 2クラス

(全体) クラス1 クラス2

クラスの

サイズ
N=3685 65% 35%

Q54複利効果

正答 50% 65% 24%

誤答 34% 34% 32%

不明 16% 1% 43%

Q55債券価格

正答 28% 39% 8%

誤答 39% 53% 15%

不明 33% 8% 78%

Q56外国為替

正答 44% 60% 14%

誤答 30% 38% 15%

不明 26% 1% 70%

Q57分散投資

正答 38% 57% 3%

誤答 18% 27% 3%

不明 44% 17% 94%

Q58iDeCo税制

正答 25% 37% 2%

誤答 27% 40% 5%

不明 48% 23% 93%

Q59所得控除B

正答 36% 54% 4%

誤答 23% 31% 7%

不明 41% 14% 89%

Q49所得控除A

正答 34% 44% 15%

誤答 32% 41% 17%

不明 34% 15% 68%

↓ ↓
クラスの

特徴

不明以

外

全般的

に不明

3クラス

クラス1 クラス2 クラス3

50% 30% 20%

67% 48% 11%

32% 46% 19%

1% 6% 70%

43% 21% 2%

53% 42% 1%

3% 38% 97%

63% 42% 1%

37% 38% 2%

0% 21% 97%

65% 18% 0%

28% 13% 0%

7% 69% 100%

43% 11% 0%

44% 18% 1%

12% 71% 99%

62% 19% 0%

33% 18% 4%

5% 63% 96%

49% 27% 9%

42% 30% 12%

9% 44% 79%

↓ ↓ ↓
不明以

外

Q57-

59が不

明

全般的

に不明

4クラス

クラス1 クラス2 クラス3 クラス4

29% 27% 23% 20%

49% 88% 42% 11%

45% 12% 57% 19%

6% 0% 1% 70%

21% 58% 25% 2%

40% 37% 74% 0%

39% 5% 1% 98%

42% 81% 40% 1%

37% 19% 59% 2%

21% 0% 1% 97%

18% 87% 37% 0%

12% 7% 55% 0%

70% 6% 8% 100%

11% 53% 31% 0%

16% 32% 60% 1%

73% 16% 9% 99%

18% 77% 43% 0%

17% 18% 51% 4%

64% 5% 5% 96%

27% 56% 38% 9%

29% 38% 47% 12%

44% 6% 15% 79%

↓ ↓ ↓ ↓
Q57-

59が不

明

全般的

に正答

全般的

に誤答

全般的

に不明

6クラス

クラス1 クラス2 クラス3 クラス4 クラス5 クラス6

25% 23% 19% 17% 12% 4%

86% 43% 10% 42% 76% 13%

13% 57% 17% 58% 20% 53%

0% 0% 73% 0% 4% 34%

61% 21% 2% 15% 27% 46%

35% 78% 1% 41% 42% 19%

4% 1% 97% 44% 31% 35%

79% 42% 2% 26% 81% 4%

21% 58% 2% 41% 18% 62%

0% 0% 96% 33% 1% 33%

88% 36% 0% 3% 46% 37%

6% 56% 0% 9% 13% 26%

6% 9% 100% 88% 41% 37%

54% 30% 0% 3% 23% 29%

33% 59% 1% 12% 17% 40%

14% 11% 99% 84% 60% 30%

80% 43% 0% 15% 26% 22%

19% 51% 4% 15% 11% 48%

2% 6% 96% 70% 62% 30%

59% 39% 8% 33% 24% 12%

38% 47% 11% 29% 29% 32%

3% 13% 81% 39% 47% 55%

↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
全般的

に正答

全般的

に誤答

全般的

に不明

Q57-

59が不

明

金融正

答、税

不明

債券は

正答

1クラス 2クラス 3クラス 4クラス 5クラス 6クラス 7クラス 8クラス 9クラス 10クラス

L^2 12637.5 3906.1 2695.4 2047.7 1909.8 1775.8 1678.4 1637.6 1587.4 1546.3

df 2172 2157 2142 2127 2112 2097 2082 2067 2052 2037

p値 2.6e-1445 0.0000 0.0000 0.8900 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000

BIC -5199 -13807 -14895 -15419 -15434 -15445 -15419 -15337 -15264 -15182

AIC 8293 -408 -1589 -2206 -2314 -2418 -2486 -2496 -2517 -2528

142



図表 22 回帰分析の結果 
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